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「骨太方針」（平成25年6月14日閣議決定）（抄）

・ 震災復興を契機として、我が国や世界のモデルとなる『新しい東北』の創造が必要

・ 『新しい東北』の要素となる５つの目指すべき政策の方向性に沿って、早急に施策の具体化を図る

・ 被災地において、社会実験や研究開発・環境支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等を迅速に進め、全国に先駆けて新しい持続可能な
経済社会のモデルとなる「創造と可能性ある未来社会」を創り出し、発信していく

「新しい東北」先導モデル事業等の実施

・ ５つの柱を中心に、「現場に解がある」との認識に立ち、被災地で既に芽生えている先進事例を加速
（平成25年度は、460件余りの応募の中から、66事業を選定・支援）

被災地における取組の推進

・ 先導モデル事業等により、被災地における地域の課題解決に向けた取組を推進（関係府省の支援事業も活用）

日本全国の地域への横展開

「選択する未来」委員会との連携

・ 委員会の場に、震災復興の現場での先導的な事例を提供し、議論の中で積極的に活用
・ 委員会における議論の方向性を踏まえ、「新しい東北」の取組をさらに推進

これまでの取組

今後の展開

｢選択する未来｣の検討に当たって（震災復興の現場での取組を共有）

 人口減少、高齢化、産業の空洞化など、「選択する未来」委員会で掲げられている検討項目は、復興で
抱える課題と共通。

 被災地における取組を共有するとともに、先導的な取組については、日本のモデルに。
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○ 被災地は、震災前から、人口減少、高齢化、産業の空洞化等、日本全国の地域が抱える
課題が顕著。

○ このため、単に従前の状態に復旧するのではなく、復興を契機にこれらの課題を解決し、
我が国や世界のモデルとなる「創造と可能性の地」としての「新しい東北」を創造。

【参考】「新しい東北」の創造に向けた取組

元気で健やかな子どもの成長を
見守る安心な社会

「高齢者標準」による活力ある超高齢社会

持続可能なエネルギー社会
（自律・分散型エネルギー社会）

頑健で高い回復力を持った社会基盤（システム）
の導入で先進する社会

取組例：「次世代型地域包括ケア」の推進

24時間対応の在宅医療・介護等を目指し、自
治体・NPO等が協働し、多職種連携システム
を構築。

取組例：温泉熱を活かした六次化産業創出

温泉熱エネルギーを活用した植物工場や養殖施設
により、新たなビジネスモデルを構築。

取組例：新たな農業モデルの実現

人工光を利用する完全密閉型の栽培施設により、
洗わずに食べられる無農薬の作物の栽培を実現。

高い発信力を持った地域資源を活用する社会

取組例：地域で地域の高校生を育てる仕組み

地域の高校生が、自分たちの将来像を描きつつ、
自らが職場体験やインターンシップの受入先を
検討・開拓。【宮城県石巻市】
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取組例：温泉熱を活かした六次化産業創出

温泉熱エネルギーを活用した植物工場や養殖施設
により、新たなビジネスモデルを構築。
【福島県福島市土湯温泉】

取組例：新たな農業モデルの実現

人工光を利用する完全密閉型の栽培施設により、
洗わずに食べられる無農薬の作物の栽培を実現。
【福島県白河市】

高い発信力を持った地域資源を活用する社会

取組例：郷土料理である漁師料理の商品化

未利用資源を活用し、三陸の郷土料理である「漁
師料理」として、付加価値の高い商品を開発。地
域の生産者、加工者、販売者、流通者が参加する
プラットフォームを構築。【岩手県大船渡市、釜
石市、陸前高田市、遠野市】

取組例：住民主体による地区防災計画の立案

地域住民が主体となって、地区が抱えるリス
クの抽出やその回避策の検討を行い、防災計
画を策定。【岩手県大槌町】



○ 将来的な帰還住民の減少を当初から想定し、事業地区を計画的に縮小できるよう、段階施行を導入。

○ 中心部エリアと高台の整備可能なエリアを重点的な先行整備。

・中心部は、JR石巻線の再開に併せ、平成２６年度末のまちびらきを実現見込み。（商業・業務復興としてはトップランナー）

・高台では、平成２５年度の災害公営住宅整備、平成２６年度上半期の宅地供給を実現。（最大規模の区画整理でありながら）

○ 中心部エリアには公共公益施設等の諸機能を集中整備し、コンパクトなまちづくり を目指す方針。

被災地では、早期に住宅再建を進めることが最優先となっており、帰還意向をもつ住民が減少し、
計画の見直しが必要な場合でも、十分に対応できていない事例がある。

土地区画整理事業区
域（都市計画決定済）
２２６ｈａ

第一段階
陸上競技場跡地地区

※災害公営住宅用地
平成２６．３完成

第一段階
荒立西・東地区

※防災集団移転用地
の整備

平成２６年度上半期
完成

切
切

ＪＲ女川駅

盛土地区

津波復興拠点（商業業務系）
平成２６年度末まちびらき

平成２６年度末
ＪＲ石巻線開通予定
（新駅舎イメージ）計画縮小見直し

【参考】復興計画の変更に柔軟に対応している事例

宮城県⼥川町の事例：帰還住⺠の減少に柔軟に対応
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